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倒産手続と登記・登録の重要性

～あるリース物件を例にして～

１　はじめに

　契約の相手方について、破産・民事再生手続が開始される

と、破産手続であれば破産管財人が選任され（破産法31

条）、民事再生手続であれば当該相手方は再生債務者となり

ます（民事再生法2条1号）。このように相手方の属性が変化

する結果、従前であれば主張できたことも、破産・民事再生

手続開始決定後になると主張できなくなることがあります。

　そこで、以下では、そのような例の一つとして、リース物件の

使用者について破産・民事再生手続が開始された場合にお

けるリース会社の別除権の行使の可否について、具体的な

ケースをもとに解説いたします。

２　ケース

　株式会社A社は大型車両を用いて土砂の運搬や公共工事

等を行っている。A社は事業において使用する大型車両（い

ずれも登録ができる物件）をリース会社からファイナンスリー

ス契約により調達していた。リース会社は、登録費用の節約

やメーカー（サプライヤー）とリース会社が関連会社であって

融通の利く関係であることから、リース物件である大型車両の

登録をメーカーのままにしていた。その後、この状態のまま、

A社についての民事再生手続が開始された。

３　解説

（１）　破産管財人・再生債務者の第三者性（原則論）

　上記のケースでは、リース会社は、A社の再生手続開始決

定時に、リース物件である大型車両について所有者としての

登録を有していませんが、リース会社は再生債務者A社に対

して別除権を主張することが認められるでしょうか。

　まず、登記・登録ができる物件の物権変動は、登記・登録が

なければその効力を「第三者」に対して主張することができま

せん。ここでいう「第三者」には、破産管財人や再生債務者も

含まれるとされています。そのため、再生手続開始決定時に

登録を有しないリース会社は再生債務者A社に対して原則と

して別除権を主張することができません（なお、紙幅の都合

上、詳細は割愛しますが、所有権留保に関する最判平成22

年6月4日･民集64巻4号1107頁も結論においては同様で

す。）。

　なお、破産管財人は、裁判所が選任した、破産者とは無関

係の人ですから、「第三者」に該当するとされることは感覚的

に分かりやすいと思います。他方で、再生債務者について

は、原則として、再生手続開始前後で代表者に変更がなく、

再生手続開始決定後も財産の管理処分権を継続して有して

いることから（民事再生法38条1項）、「第三者」には該当しな

いとも思えますが、再生債務者は再生債権者のために公平

かつ誠実に財産を管理処分すべき義務を負い（同条2項）、

再生債権者の利益代表機関としての責務を負うことから、「第

三者」に該当すると考えられています。

（２）　背信的悪意者の主張（例外論）の可否

　もっとも、「第三者」である再生債務者A社がいわゆる背信

的悪意者である場合、リース会社は登録なくして再生債務者

A社に別除権を対抗できると考えられます。第三者の善意悪
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意について、破産の場合には破産管財人ではなく破産債権

者全員を基準に判断されると考えられており、民事再生の場

合には再生債権者全員を基準として考えるべきとされていま

す。

　そうなると、本件では、再生債権者の数が極めて少数でそ

の全員がA社の事業内容に精通していたような場合でもない

限り、再生債権者全員が、当該物件がリース物件であること

を知っていたというケースはないと思われます。そのため、再

生債権者全員を基準とすると、少なくとも再生債務者が背信

的悪意者であるとはいえないと判断される事案が多いと思わ

れ、このような一般的な事案においては、リース会社は再生

債務者に対し、背信的悪意者である旨の主張ができないこと

になります。

（３）　最判平成10年2月13日の法理（例外論）の適否

　なお、第三者の悪意を立証できなくとも、客観的状況から第

三者を民法177条の「第三者」として保護しないとしたものとし

て、最判平成10年2月13日･民集52巻1号65頁があります。こ

の判例は、通行地役権についてのものであり、担保権にその

射程が当然に及ぶとはいえませんが、仮にこの判例の考え

方が再生債務者の「第三者」性の判断にも及ぶとすると、リー

ス物件の使用状況といった客観的な状況から当該物件が

リース物件であることを再生債権者が認識できたとして、この

判例の説示する信義則の法理により再生債務者が民法177

条の「第三者」に当たらないとする余地が全くないわけではあ

りません。他方で、この判例は信義則をその根拠としている

反面、再生債務者は再生手続開始の決定に応じて上記のと

おり公平誠実義務を負うことが再生債務者の「第三者」性の

根拠の一つであるため、単にリース物件に関する客観的状況

と、これについての再生手続開始前の再生債権者の認識の

みを基礎として「第三者」性を否定するような場面は、中々想

定しづらいのかも知れません。

　なお、大阪地裁平成20年10月31日・判タ1300号205頁が、

再生手続開始決定前に根抵当権の設定登記を遅らせるよう

な不誠実な行為を再生債務者が行っていたとしても、そのこ

とは再生債務者の「第三者」性に影響を与えない旨を判示し

ていることなども、再生債務者の「第三者」性を理解する上

で、参考になるものと思われます。

（４）　さいごに

　以上で検討したとおり、リース会社の立場からは、ユーザー

（A社の立場）である会社が破産・民事再生手続開始に至る

可能性を考慮して、リース物件の購入後速やかに所有者とし

ての登録を得ておくことが肝要といえます。特に、前述のケー

スのように、登録費用の節約のほか、メーカー（サプライヤー）

とリース会社が関連会社等で融通の利く関係であることから

登録をメーカー（サプライヤー）のままにしておく例が見られ

ますが、A社がひとたび破産・民事再生手続開始に至れば、

そのような事情が考慮されることはなく、破産法・民事再生法

のルールに従って画一的に処理され、リース会社による別除

権の行使は認められないことになるので注意を要します。

　なお、今回はファイナンスリース契約を例として説明しまし

たが、抵当権等の典型担保権はもちろん、所有権留保や譲

渡担保等の非典型担保権についても、開始決定時に登記・

登録がなければ、原則として破産管財人・再生債務者に対

抗できないことは同様ですので、担保権者の視点で見れば、

基本的なことではありますが、登記・登録を怠らないことが重

要といえます。
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